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【緩和策】 【緩和策】

R6事業数 R7事業数 R6事業数 R7事業数

（１）徹底した省エネルギー対策の推進 25 31 5 5

【くらし】 2 1 11 19

①家庭における省エネルギーの推進 1 2 1

②住宅の省エネルギーの推進 1 1 11 10

③自動車の使用による環境負荷の低減 8 8

【しごと】 7 5 15 16

④脱炭素経営への取組支援 3 3 4 5

⑤事業活動における省エネルギーの推進 1 1 7 4

⑥建築物の省エネルギーの推進 63 68

⑦物流における省エネルギーの推進 3 1

【ま　ち】 16 25

⑧公共施設の脱炭素化 4 12

⑨地域公共交通機関・自転車等の利用促進 8 9

⑩自動車交通における環境負荷の低減 4 4

（２）再生可能エネルギー等の導入拡大 4 4 【適応策】
①再生可能エネルギー（電気・熱）の導入促進 4 4

②脱炭素燃料の利活用の促進 0 0 R6事業数 R7事業数

（３）吸収源対策の推進 8 8 23 23

①間伐や再造林等による適切な森林整備の促進 6 6 2 2

②森林資源の循環利用の促進 2 2 2 2

（４）環境教育・県民運動の推進 6 5 9 10

①環境教育の推進 4 2 3 4

②県民運動の推進 2 3 2 2

（５）その他温室効果ガス排出削減の推進 20 20 2 4

63 68 43 47

※各事業の主な取組内容に着目して施策体系別に区分。 ※緩和策の趣旨も含む事業についても再掲し計上。

※取組内容の一部に地球温暖化対策の取組を含む事業についても事業費全体を計上。

合計

地球温暖化対策関連事業の実施状況

取組方針・主な施策 部門別集計

1.産業部門

2.業務その他部門

3.家庭部門

4.運輸部門

5.吸収源対策

6.廃棄物対策

7.その他ガス

8.共通対策

6.産業・経済活動

7.国民生活・都市生活

合計 合計

分野別

1.農業、森林・林業、水産業

2.水環境・水資源

3.自然生態系

4.自然災害・沿岸域

5.健康
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